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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第15期

第３四半期
連結累計期間

第16期
第３四半期
連結累計期間

第15期

会計期間
自　2020年７月１日
至　2021年３月31日

自　2021年７月１日
至　2022年３月31日

自　2020年７月１日
至　2021年６月30日

売上高 (千円) 1,648,677 1,528,892 2,223,095

経常利益又は経常損失（△） (千円) 19,152 △61,574 △701

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失（△）

(千円) △19,027 △88,177 △56,353

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △29,672 △94,348 △68,779

純資産額 (千円) 1,105,371 1,255,482 1,356,726

総資産額 (千円) 1,682,889 1,774,070 2,019,426

１株当たり四半期(当期)純損失（△） (円) △11.90 △50.92 △34.54

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 64.6 70.2 66.7
 

 

回次
第15期

第３四半期
連結会計期間

第16期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年１月１日
至　2021年３月31日

自　2022年１月１日
至　2022年３月31日

１株当たり四半期純損失（△） (円) △20.88 △30.07
 

(注) １．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期

(当期)純損失であるため、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社（当社及び連結子会社）において営まれている事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は以下の通りであります。

第１四半期連結会計期間において、JNSホールディングス株式会社がアララ株式会社へ、当社の株式を譲渡したこ

とに伴い、アララ株式会社がその他の関係会社となりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種が進んだことよ

り、経済活動は回復の兆しがみられたものの、新たな変異株による感染の再拡大に伴う自粛・制限により消費活動

の拡大は未だ厳しい状況が続いております。また、ウクライナを巡る情勢の変化や、世界的な原材料不足等の影響

で、今後の先行きは極めて予測の難しい状況が続いております。

このような環境の中、当第３四半期連結累計期間における売上高は、システム利用料収益が前年同期比4.3%増、

初期売上を中心とするフロー収益が同29.9％減となり、総売上高は1,528,892千円（前年同期比7.3％減）となりま

した。販売費及び一般管理費は、営業・システム部門を中心とした増員による人件費の増加等により、8.1％増とな

りました。その結果、営業損失は68,753千円（前期は営業利益31,497千円）となりました。

 
当社グループの所属する電子決済市場においては、政府が主導するキャッシュレス決済の普及推進を背景に、QR

等コード決済サービスの普及、様々な事業者によるキャッシュレス決済サービスの参入・再編が続いております。

2020年は６兆円強であった市場規模が、2025年には12兆円超へ拡大すると予測されるQR等コード決済サービスを筆

頭に、キャッシュレス決済市場は引き続き、高い成長性が見込まれています。

(矢野経済研究所「国内コード決済市場に関する調査を実施（2021年）」より)

このような状況のもと、当社グループが事業展開している「バリューカードASPサービス」も、引き続き導入企業

数、店舗数を伸ばしており、2022年３月末時点で累計導入企業数838社、累計導入店舗数92,930店舗へと増加してお

ります。新規導入については引き続き、利便性や消費者へのお得感の提供による囲い込みの需要に加え、感染症予

防対策、更にはキャッシュレス決済比率の増加に伴う、決済手数料の負担増などを背景にスーパーマーケット等の

小売業や量販業等からの引き合い、受注が増加しております。既存顧客のハウス電子マネー利用（取扱高）に関し

ては、同じく小売業・量販業での利用が引き続き堅調に推移し、前年同期比5.7％増となりました。

中期経営計画にて発表した、ハウス電子マネーの周辺サービスや決済データを用いたデジタルマーケティング

サービス領域では、銀行口座からの支払いが可能なコード決済サービス「Bank Pay」との接続による、銀行口座か

らの電子マネーチャージや、従来は応募にハガキを利用していたレシート販促キャンペーンをデジタル化したイン

スタントウィンサービス等、ハウス電子マネー利用促進・付加価値向上のための新サービスの開発・提供を継続的

に実施しております。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間においては、売上高1,528,892千円(前年同期比7.3％減)、営業損失

68,753千円(前年同期は営業利益31,497千円)、経常損失61,574千円(前年同期は経常利益19,152千円)、親会社株主

に帰属する四半期純損失88,177千円(前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失19,027千円)となりました。

 
2022年３月15日には当社の主要株主及び主要株主である筆頭株主、ならびにその他の関連会社であるアララ株式

会社と株式交換契約及び経営統合の合意を行い、経営統合後の中期経営計画を開示いたしました。同計画では、

「独自Pay」（ハウス電子マネーによるキャッシュレス決済、及びその特性である顧客の囲い込み効果、ならびに決

済・顧客データを活用したマーケティングDXを包含したサービスの総称）事業の国内トッププレイヤーとしての、

同事業を中心とした成長方針を提示しております。また、2022年４月27日の臨時株主総会において、同株式交換契

約は承認され、2022年５月30日を以って当社は上場廃止となり、2022年６月１日よりアララ株式会社を親会社とす

る体制へ移行いたします。

 
セグメントの事業業績は、次のとおりであります。

①　ハウスプリペイドカード事業
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ハウス電子マネーの導入・利用が引き続き堅調な小売業・量販業が牽引し、システム利用料収益は前年同期比

9.0％増となりました。飲食業においては、ハウス電子マネーの利用が新型コロナウイルス感染症の影響による減少

から当事業年度の第２四半期は回復の兆しを見せておりましたが、新たな変異株による感染再拡大を受け、再び利

用件数の回復が停滞している状況です。フロー収益については、既存顧客におけるアプリの導入、カードの増刷等

の売上が発生しております。前期に発生した「マイナポイント事業」への参加支援サービス（参加に必要となるシ

ステムの提供のための初期費用）等のスポット収益との差分、及び大口のハウス電子マネーチャージ機の販売の受

注に遅れが発生していることから、31.5％減となりました。販売費及び一般管理費は、営業・システムを中心とし

た人員増による人件費の上昇等により、前年同期比6.0％増となりました。この結果、当セグメントの売上高は

1,449,877千円(前年同期比5.3％減)、セグメント利益(営業利益)は327,039千円(前年同期比5.1%減)となりました。

 
②　ブランドプリペイドカード事業

当セグメントにおいては、前連結会計年度から引き続き既存イシュア（カード発行会社）とその提携先（注）を

中心に事業を行っております。当第３四半期は一部提携先のサービス終了の影響を受け、売上高は79,014千円(前期

比32.9％減)となり、セグメント損失(営業損失)は86,119千円(前期はセグメント損失41,977千円)となりました。

(注) 提携先とは、カード発行会社（イシュア）が運営する資金決済サービスを利用して、事業者自らの顧客（会員組織等）に対してプリ

ペイドカード、会員カード等のサービスを行う事業者のことを指します

 
（２）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産合計は、前連結会計年度末に比べて245,355千円減少し、

1,774,070千円となりました。これは主として、棚卸資産が134,905千円増加した一方、現金及び預金が276,739千

円、売掛金が61,031千円減少したことによるものです。

 
（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて144,110千円減少し、518,588千

円となりました。これは主として、その他の流動負債が18,985千円増加した一方、長期借入金（一年以内返済予

定長期借入金を含む）が60,003千円、買掛金が51,232千円、未払金が54,230千円減少したことによるものです。

 
（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて101,244千円減少し、

1,255,482千円となりました。これは主として、収益認識に関する会計基準等の初年度適用により、期首の利益剰

余金残高が6,896千円減少し、また、親会社株主に帰属する四半期純損失88,177千円を計上したことによるもので

あります。

 
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（４）研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、2022年３月15日開催の取締役会において、アララ株式会社を株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完

全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で両社の間で株式交換契約を締結しました。

なお、詳細は、「第４ 経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであ

ります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,560,000

計 4,560,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年５月13日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,732,000 1,732,000

東京証券取引所

マザーズ(第３四半期会計期間末現在)

グロース市場(提出日現在)

当社は、完全議決権株式で
あり、株主としての権利内
容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であ
り、単元株式数は100株であ
ります。

計 1,732,000 1,732,000 ― ―
 

(注) 提出日現在の発行数には、2022年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年１月１日～
2022年３月31日

－ 1,732,000 － 440,889 － 1,000,756
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 － －

100

完全議決権株式(その他)
普通株式

17,314
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。1,731,400

単元未満株式
普通株式

－ －
500

発行済株式総数 1,732,000 － －

総株主の議決権 － 17,314 －
 

 

② 【自己株式等】

2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社バリューデザイン

東京都中央区八丁堀三丁目３
番５号

100 － 100 0.01

計 ― 100 － 100 0.01
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

就任年月日

取締役 井上　浩毅 1966年７月５日

1990年４月 株式会社トーメン(現:豊田通商株式会
社) 入社

2003年４月 株式会社サイバード 入社

2005年９月 Airborne Entertainment 取締役

2006年10月 ONPOO株式会社 社外取締役

2007年８月 CYB International President

2008年３月 Miyowa 取締役顧問

2008年８月 アララ株式会社 入社

2011年９月 同社執行役員 レピカ事業部長

2012年１月 株式会社VARCHAR(現:株式会社SYSTEM

CONCIERGE) 取締役

2013年11月 アララ株式会社 取締役

2017年11月 同社 取締役副社長

2018年５月 同社 取締役副社長コーポレート本部

長(現任)

2021年12月 当社 社外取締役(現任)

(注)２ － 2021年12月３日

取締役 中島　謙一郎 1967年１月22日

1989年４月 株式会社リクルート 入社

2000年１月 株式会社サイバード 入社

同社 取締役

2006年10月 同社 取締役 副社長CSO

2010年２月 楽天株式会社 常務執行役員CMO

2015年７月 株式会社ベクトル 専務執行役員CSO

2015年11月 株式会社レピカ(現:アララ株式会社)

社外取締役

2017年５月 株式会社ベクトル 取締役

2021年８月 株式会社PRクラウドテック設立

代表取締役(現任)

2021年12月 当社 社外取締役(現任)

(注)２ － 2021年12月３日

取締役 藤代　哲 1968年２月16日

1990年４月 朝日生命保険相互会社 入社

2001年２月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ

入社(現:株式会社NTTドコモ)

2009年２月 フィールズ株式会社 入社

2011年７月 株式会社円谷プロダクション 管理本

部長

2013年11月 株式会社ネクスエンタテイメント 取

締役

2014年５月 株式会社フューチャースコープ 取締

役

2016年11月 株式会社ポニーキャニオン 入社 執行

役員 経営戦略本部長

2019年10月 ネオス株式会社(現:JNSホールディン

グス株式会社) 入社 社長付

2020年９月 ネオス株式会社 執行役員管理部長(現

任)

2020年９月 JNSホールディングス株式会社 経営管

理部総務グループ長(現任)

2021年11月 同社 事業推進部長(現任)

2021年12月 当社 社外取締役(現任)

(注)２ － 2021年12月３日

 

(注) １．取締役井上浩毅、取締役中島謙一郎、取締役藤代哲は、社外取締役であります。

２．当該取締役の任期は、2021年６月期に係る定時株主総会終結の時から2022年６月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

 
(2) 退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役
管理本部管掌兼経営企画本部管掌

森　健 2021年12月３日

取締役
サービスシステム本部管掌

小柳　雄志 2021年12月３日

社外取締役 佐々木　義孝 2021年12月３日
 

 
(3) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性9名　女性0名(役員のうち女性の比率0％)
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年１月１日から2022年

３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年７月１日から2022年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,332,773 1,056,034

  売掛金 323,210 262,178

  棚卸資産 23,536 158,442

  その他 78,337 60,424

  貸倒引当金 △4,002 △1,832

  流動資産合計 1,753,855 1,535,246

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 21,751 15,960

   工具、器具及び備品（純額） 84,282 63,204

   リース資産（純額） 953 0

   その他（純額） 87 21

   有形固定資産合計 107,075 79,186

  無形固定資産   

   ソフトウエア 83,449 65,502

   ソフトウエア仮勘定 672 24,665

   その他 113 99

   無形固定資産合計 84,234 90,266

  投資その他の資産   

   関係会社株式 4,430 6,396

   敷金及び保証金 61,617 56,475

   その他 8,704 6,990

   貸倒引当金 △491 △491

   投資その他の資産合計 74,260 69,370

  固定資産合計 265,570 238,823

 資産合計 2,019,426 1,774,070
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 143,607 92,375

  1年内返済予定の長期借入金 80,004 80,004

  リース債務 1,119 －

  未払金 128,201 73,970

  未払法人税等 1,957 7,094

  その他 33,658 52,644

  流動負債合計 388,548 306,088

 固定負債   

  長期借入金 271,657 211,654

  退職給付に係る負債 2,493 846

  固定負債合計 274,150 212,500

 負債合計 662,699 518,588

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 440,889 440,889

  資本剰余金 1,017,833 1,017,833

  利益剰余金 △99,910 △194,984

  自己株式 △585 △585

  株主資本合計 1,358,226 1,263,152

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 △11,735 △17,600

  その他の包括利益累計額合計 △11,735 △17,600

 新株予約権 9,929 9,929

 非支配株主持分 306 －

 純資産合計 1,356,726 1,255,482

負債純資産合計 2,019,426 1,774,070
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年７月１日
　至 2021年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年７月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 1,648,677 1,528,892

売上原価 887,263 808,519

売上総利益 761,413 720,372

販売費及び一般管理費 729,916 789,126

営業利益又は営業損失（△） 31,497 △68,753

営業外収益   

 受取利息 71 821

 為替差益 9,354 7,406

 持分法による投資利益 － 1,966

 その他 135 488

 営業外収益合計 9,561 10,682

営業外費用   

 支払利息 5,682 3,480

 株式交付費 15,765 －

 持分法による投資損失 458 －

 その他 0 23

 営業外費用合計 21,906 3,503

経常利益又は経常損失（△） 19,152 △61,574

特別損失   

 減損損失 － 25,748

 投資有価証券評価損 30,000 －

 特別損失合計 30,000 25,748

税金等調整前四半期純損失（△） △10,847 △87,322

法人税、住民税及び事業税 2,512 3,506

法人税等調整額 6,915 △1,796

法人税等合計 9,428 1,710

四半期純損失（△） △20,276 △89,033

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,248 △855

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △19,027 △88,177
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年７月１日
　至 2021年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年７月１日
　至 2022年３月31日)

四半期純損失（△） △20,276 △89,033

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 △9,396 △5,315

 その他の包括利益合計 △9,396 △5,315

四半期包括利益 △29,672 △94,348

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △28,462 △94,041

 非支配株主に係る四半期包括利益 △1,210 △306
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、返金が不要な契約における取引開始日の顧客からの支払（システム登録手数料等のセットアップ手

数料）については、従来ASPサービス等の導入時に一括で収益を認識する方法によっておりましたが、財又はサービ

スが移転された時に収益を認識する方法に変更しております。

また、これまで受注制作のソフトウエア開発に係る契約のうち、進捗部分について成果の確実性が認められる契

約については工事進行基準を、その他の契約については工事完成基準を適用しておりましたが、少額もしくはごく

短期の契約を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。

なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りができない場合は、原価回収基準を適用しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,009千円減少し、売上原価は4,690千円減少し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益が3,680千円それぞれ増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は

6,896千円減少しております。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しており

ません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありま

せん。
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(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書の「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(１) 連結財務諸表　注記事項

（追加情報）」に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定について、重要な変更はありませ

ん。

 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年７月１日
至 2021年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年７月１日
至 2022年３月31日)

減価償却費 57,666千円 51,926千円
 

 
 
(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自　2020年７月１日　至　2021年３月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当第３四半期連結累計期間において、新株予約権の行使による新株の発行に伴い、資本金140,581千円、資本準備

金140,581千円がそれぞれ増加しております。

また、2020年９月25日開催の定時株主総会の決議に基づき、2020年11月１日付で減資の効力が発生し、資本金が

579,867千円減少し、利益剰余金が579,867千円増加しております。

この結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金が291,913千円、資本剰余金が868,857千円となっており

ます。

 
当第３四半期連結累計期間（自　2021年７月１日　至　2022年３月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 2020年７月１日 至 2021年３月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

　報告セグメント

調整額(注)１

四半期連結損

益計算書計上

額(注)２

ハウスプリペ

イドカード

事業

ブランドプリ

ペイドカード

事業

計

売上高 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 1,530,940 117,737 1,648,677 － 1,648,677

　セグメント間の内部売上高

 又は振替高
－ － － － －

計 1,530,940 117,737 1,648,677 － 1,648,677

セグメント利益又は損失（△） 344,440 △41,977 302,462 △270,965 31,497
 

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失の調整額△270,965千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2021年７月１日 至 2022年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

調整額(注)１

四半期連結損

益計算書計上

額(注)２

ハウスプリペ

イドカード

事業

ブランドプリ

ペイドカード

事業

計

売上高      
初期導入等に係る売上 297,701 20,678 318,379 － 318,379

システム利用料売上 1,080,321 58,336 1,138,657 － 1,138,657

その他売上 71,854 － 71,854 － 71,854

顧客との契約から生じる収益 1,449,877 79,014 1,528,892 － 1,528,892

　外部顧客への売上高 1,449,877 79,014 1,528,892 － 1,528,892

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
－ － － － －

計 1,449,877 79,014 1,528,892 － 1,528,892

セグメント利益又は損失（△） 327,039 △86,119 240,919 △309,673 △68,753
 

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失の調整額△309,673千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「ハウスプリペイドカード事業」の売上高

は1,266千円減少し、セグメント利益は3,680千円増加しております。また、「ブランドプリペイドカード事業」の

売上高は256千円増加し、セグメント損失に与える影響はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
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「ハウスプリペイドカード事業」において、一部のソフトウエアについて収益性の低下が見られたため、減損損

失を認識しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては25,748千円であります。

 
 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 
 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年７月１日
至 2021年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年７月１日
至 2022年３月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △11円90銭 △50円92銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円) △19,027 △88,177

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)(千円)

△19,027 △88,177

普通株式の期中平均株式数(株) 1,598,362 1,731,826

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であ

るため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

（当社とアララ株式会社の株式交換契約締結及び経営統合に関する合意書の締結について）

当社は、2022年３月15日開催の当社取締役会において、アララ株式会社（以下「アララ社」といい、アララ社と

当社を総称して「両社」といいます。）を株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換

（以下「本株式交換」という。）を行うことを決議し、同日付で両社間で本株式交換に係る株式交換契約を締結

し、同時に、両社の間で「経営統合に関する合意書」を締結いたしました。

また、2022年４月27日に開催した両社の臨時株主総会において、本株式交換に係る株式交換契約の締結について

決議しております。これを以って、当社は、2022年５月30日付で非上場化を行う事を決定しております。

なお、本株式交換の概要は、以下のとおりであります。

 
(1) 株式交換及び本経営統合の目的

本経営統合は、両社でそれぞれ展開しているキャッシュレスサービス事業を一本化し、スケールメリットを活か

すことで2021年10月12日に両社で発表いたしました「業務提携方針」の実行を加速することが目的であります。

ほぼ同時期に創業した両社が作り上げてきたハウス電子マネー市場におけるノウハウを活用し、リーディングカ

ンパニー同士の融合でしかなしえない、質の高いキャッシュレスサービスを提供いたします。

年間の決済額が約１兆円に達する両社のハウス電子マネーによるキャッシュレスサービスは、各地域の消費者の

日々の暮らしを継続的に支えており、持続的な成長と株主・市場の期待に応える企業価値の向上を図るとともに、

両社の役職員の活躍の機会を拡大し、職務への誇りや喜びを高められるなど、各ステークホルダーから高い評価を

得られる企業集団を目指してまいります。

 
(2) 株式交換の内容

アララ社を株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする本株式交換を行います。

 
(3) 株式交換の日（効力発生日）

2022年６月１日

 
(4) 株式交換の方法

当社の普通株式（以下「当社普通株式」といいます。）を保有する当社株主（ただし、アララ社を除きます。）

に対してアララ社の普通株式（以下「アララ社普通株式」といいます。）を割当て交付します。

 
(5) 株式交換比率

 
アララ社

（株式交換完全親会社）
当社

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る交換比率 １ 3.2
 

 
(6) 株式交換比率の算定根拠

株式交換比率の算定にあたっては、アララ社は株式会社プルータス・コンサルティング（以下「プルータス」と

いいます。）を、当社は山田コンサルティンググループ株式会社（以下「山田コンサル」といいます。）を第三者

算定機関として選定しております。

プルータスは、アララ社普通株式及び当社普通株式がそれぞれ金融商品取引所に上場しており、市場株価が存在

することから市場株価法を、また、将来の事業活動の状況を評価に反映するため、ディスカウンテッド・キャッ

シュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）を採用して算定を行いました。

山田コンサルは、アララ社普通株式及び当社普通株式がそれぞれ金融商品取引所に上場しており、市場株価が存

在することから市場株価法を、また、両社ともに比較的類似した事業を行っている上場会社が存在し、類似会社比

較による株式価値の類推が可能であることから類似会社比較法を、将来の事業活動の状況を評価に反映するため、

ＤＣＦ法を採用して算定を行いました。

これらの算定結果を参考に、当事者間で協議し株式交換比率を決定いたしました。
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(7) 株式交換完全親会社となる会社の概要

商号 アララ株式会社

本店の所在地 東京都港区南青山二丁目24番15号 青山タワービル別館

代表者の氏名 代表取締役社長　岩井　陽介

資本金の額 679百万円（2022年２月28日現在）

純資産の額 17百万円（2022年２月28日現在）

総資産の額 1,887百万円（2022年２月28日現在）

事業の内容
電子マネー管理、ポイント管理、会員管理、メール配信等を含む統合型

販促パッケージ等の提供
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

2022年５月12日

株式会社バリューデザイン

取締役会  御中

 
有限責任監査法人トーマツ

　東　京　事　務　所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 広　　瀬　　　　　勉  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　　堀　　一　　英  

 

 
 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社バ

リューデザインの2021年７月１日から2022年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年１月１日

から2022年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年７月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バリューデザイン及び連結子会社の2022年３月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2022年3月15日開催の取締役会において、アララ株式会社を株式交

換完全親会社とし、会社を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で両社間で当該株式交換に

係る株式交換契約を締結した。また、2022年4月27日開催の臨時株主総会において、当該株式交換契約の締結を決議し

た。当該株式交換にあたり、会社を2022年5月30日付けで非上場化することを決定している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半
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期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 
 

EDINET提出書類

株式会社バリューデザイン(E32373)

四半期報告書

22/22


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

